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       平成 18 年 3 月期  第 1 四半期財務・業績の概況（連結）   

 

 

    平成 17年８月５日 

上場会社名 三井造船株式会社  コード番号：7003 
（ＵＲＬ http://www.mes.co.jp/ ）   東 1部、大 1 部、名 1部、福、札 

  ＴＥＬ：（03）3544―3210 
                 問合せ先 代表者役職 代表取締役社長 氏名 元山 登雄 

                             責任者役職 経理部長    氏名 川合 学 
 
１．四半期財務情報の作成等に係る事項 

  
① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 無 
② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企
業会計審議会 平成 14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第６号 平成 15 年 10 月 31 日）は平成 18 年３月期中間決算から適用することと
しており、当第 1四半期においては同会計基準及び同適用指針を適用しておりません。 

③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 有 
  連結（新規）   ０社    （除外）   １社      持分法 （新規）   １社     （除外）  ０社 
 
２．平成 18 年３月期第１四半期財務・業績の概況（平成 17 年 4 月 1 日 ～ 平成 17 年 6 月 30 日）  
 
(1) 経営成績（連結）の進捗状況                        〔百万円未満切捨〕 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      
四半期（当期） 
純 利 益       

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 

１８年３月期第１四半期 101,708 (△8.6) △3,152 ( － ) △3,420 ( － ) △2,806 ( － ) 
１７年３月期第１四半期 111,290 (30.5) △660 ( － ) △1,310 ( － ) △560 ( － ) 
(参考)17年 3 月期 516,483  15,951  14,034  5,267  

 

 
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後           
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

 円    銭 円    銭 

１８年３月期第１四半期      △3.38 － 
１７年３月期第１四半期      △0.68 － 

(参考)17年 3 月期       6.34 － 
(注) 売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を表しております。 
 
[経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等] 
 当社グループの事業は、官公庁向け案件や民間向け機械、プラント設備等において、例年第１四半
期に比べ第２四半期に、上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が極めて大きい為、第１四半期及
び同期を含む上半期の売上高などの業績と、下半期の売上高などの業績との間に著しい差異（受注・
売上・利益が下半期に大きく傾斜する）が生じております。 
 前第１四半期との比較では、船舶部門において、進行基準適用の船舶が少なく売上高が減少すると
共に、船価が低水準であった時期の受注案件が売上計上されており、資機材の値上げや鋼材の搬入遅
れによる工程の乱れの予想を超える影響が出ております。鉄構建設、プラント部門においては上述の
通り、売上・利益が下半期に大きく偏る傾向が顕著に現れております。また、持分法適用会社㈱スペ
イン村の解散(2005年６月 24日に東京証券取引所へ開示)による特別損失を計上しており、当第１四半
期業績ではこれらの状況を反映した結果となっております。 
 
(2) 財政状態（連結）の変動状況  

 総 資 産 株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり 
株 主 資 本      

 百万円 百万円 ％ 円    銭 

１８年３月期第 1 四半期 635,763 118,847 18.7 143.30 
１７年３月期 638,459 124,596 19.5 150.23 
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[財政状態(連結)の変動状況に関する定性的情報等] 
 総資産は 6,358 億円となり、前連結会計年度末に比べ 27 億円減少いたしました。主な減少要因は、
売掛金、受取手形の回収による減少等であります。負債の部は、5,005億円となり、前連結会計年度末
に比べ 24億円増加いたしました。主な増加要因は前受金の増加等であります。株主資本は、配当金の
支払等により、前連結会計年度末に比べ 57億円減少し、1,188億円となりました。 
 
（3）その他 
 鋼鉄製橋梁工事をめぐる独占禁止法違反事件につきましては、事態を厳粛に受け止め、社内におけ
る一層のコンプライアンスの徹底を図り、内部管理体制を強化し、信頼の回復に努めてまいります。
なお、本件の業績への影響額は、現時点では把握することは困難であり、見通しには反映させており
ません。 
 
３．平成 18 年３月期の業績予想（平成 17 年 4 月 1日 ～ 平成 18 年 3月 31日） 

（１）中間期連結業績予想（平成 17 年 4月 1 日～平成 17 年 9月 30日） 

                                       （単位：百万円） 

 売 上 高 経常利益 当期純利益 
前回発表予想（Ａ） 

（平成 17 年 5月 10日発表） 
230,000  △1,500  △2,000 

今回修正予想（Ｂ）  230,000  △3,000  △2,500 

 増    減    額  （Ｂ－Ａ）  0  △1,500  △500 
 増    減    率   （％）  0.0％  -  - 

前期実績（平成 16 年 9月中間期） 234,815  1,126   10 

 

 （２）中間期単独業績予想（平成 17 年 4 月 1日～平成 17 年 9 月 30 日） 

                                       （単位：百万円） 

 売 上 高 経常利益 当期純利益 
前回発表予想（Ａ） 

（平成 17 年 5月 10日発表） 
 120,000  △3,000  △3,500 

今回修正予想（Ｂ）  110,000  △4,500   △3,500 

 増    減    額  （Ｂ－Ａ）  △10,000  △1,500   0 

 増    減    率   （％）  △8.3％  -  － 

前期実績（平成 16 年 9月中間期）  125,961  △2,501  △1,362 

 

 （３）中間期業績予想修正理由 
 単独では、期初予想との比較において、一部工事の売上計上が下期に移る見通しのため売上高の減 
少を予想しております。加えて、鋼材の搬入遅れによる工程の乱れ、資機材価格の想定以上の値上が 
り等もあり、経常利益の予想額をその要因を反映して修正致します。連結では、ほぼ単独の影響を反 
映し、経常利益、純利益の予想を修正致します。 
 
 （４）通期業績予想 
 通期業績予想につきましては、５月 10日に発表致しました業績見通しを現時点では変更せず、当年
度期初に設定した計画に沿った諸施策を強力に推し進め、下期の業績改善に努め、その達成を図る所
存です。 
 
※本資料に記載されている業績予想に関する記述につきましては、当社が現時点で入手可能な情報
から得られた判断により記載、算出しており、リスクや不確実性を含んでおります。その要因のう
ち、主なものは、当社グループ事業環境の予期せぬ変動、為替レートの大幅な変動、資機材価格の
大幅な変動、国内外の各種規制などであります。 

○ 添付資料・・四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、事業の種類別セグメント情報  

          以上 
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四 半 期 連 結 貸 借 対 照 表 
（単位 百万円） 

当第１四半期 前連結会計年度 前年同四半期 
（平17.6.30現在） （平17.3.31現在） （平16.4.1～平16.6.30） 

        期   別 
科  目 

金  額 構 成 比 金  額 構 成 比 
増 減 

金  額 構 成 比 
( 資 産 の 部 )  ％  ％          ％ 
Ⅰ 流 動 資 産   328,595 51.7 330,804 51.8 △  2,208 289,693 48.7 
 現 金 及 び 預 金 53,915  66,571  △ 12,656 46,230  
 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 123,299  138,652  △ 15,353 124,247  
 有 価 証 券 1,089  －  1,089 18  
 棚 卸 資 産 113,206  89,349  23,857 82,114  
 繰 延 税 金 資 産 10,815  8,076  2,738 7,643  
 そ の 他 27,181  29,200  △  2,019 30,397  
 貸 倒 引 当 金 △    910  △  1,045  135 △   959  
Ⅱ 固 定 資 産  307,167 48.3 307,655 48.2 △    487 305,417 51.3 
1. 有 形 固 定 資 産 195,776 195,308 468 191,289 

 建 物 及 び 構 築 物 35,113 
30.8 

35,545 
30.6 

△    432 35,057 
32.1 

 機 械 装 置 及 び 運 搬 具 35,152  36,655  △  1,502 35,008  
 土 地 118,143  118,146  △      3 114,317  
 建 設 仮 勘 定 4,970  2,665  2,304 4,655  
 そ の 他 2,396  2,295  101 2,249  
2. 無 形 固 定 資 産 9,381 9,132 249 3,735 

 特 許 権 そ の 他 9,381 
1.5 

9,132 
1.4 

249 3,735 
0.6 

3. 投資その他の資産 102,009 103,215 △  1,206 110,391 
 投 資 有 価 証 券 57,191 

16.0 
59,177 

16.2 
△  1,986 67,166 

18.6 

 長 期 貸 付 金 6,352  6,421  △     68 5,148  
 繰 延 税 金 資 産 26,689  25,743  946 24,568  
 そ の 他 12,818  12,918  △     99 14,575  
  貸 倒 引 当 金 △  1,044  △  1,045  1 △  1,066  

資  産  合  計 635,763 100.0 638,459 100.0 △  2,696 595,110 100.0 
 ( 負 債 の 部 )        
Ⅰ 流 動 負 債  361,088 56.8 351,653 55.1 9,434 296,353 49.8 
 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 114,893  116,642  △  1,749 94,322  
 短 期 借 入 金 101,056  102,382  △  1,325 103,038  
 1 年以内に償還予定の社債 19,130  19,130  － 6,000  
 未 払 法 人 税 等 1,156  3,706  △  2,550 901  
 繰 延 税 金 負 債 776  796  △     20 644  
 前 受 金 80,025  69,514  10,511 57,591  
 保 証 工 事 引 当 金 5,582  5,960  △    378 5,069  
 受 注 工 事 損 失 引 当 金 2,237  1,550  686 －  
 そ の 他 36,230  31,970  4,260 28,785  
Ⅱ 固 定 負 債  139,419 21.9 146,480 22.9 △  7,061 164,578 27.6 
 社 債 1,665  1,665  － 19,000  
 長 期 借 入 金 79,404  86,161  △  6,756 79,220  
 繰 延 税 金 負 債 1,407  1,378  28 1,591  
 退 職 給 付 引 当 金 22,342  22,466  △    123 31,789  
 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 663  886  △    222 722  
 再評価に係る繰延税金負債 26,895  26,895  － 24,025  
 そ の 他 7,040  7,027  13 8,228  

負  債  合  計 500,507 78.7 498,133 78.0 2,373 460,932 77.4 
少 数 株 主 持 分  16,408 2.6 15,729 2.5 678 12,376 2.1 
( 資 本 の 部 )        
Ⅰ 資 本 金  44,384 7.0 44,384 7.0 － 44,384 7.5 
Ⅱ 資 本 剰 余 金  18,156 2.9 18,156 2.8 0 18,154 3.0 
Ⅲ 利 益 剰 余 金  17,430 2.7 22,405 3.5 △  4,974 16,416 2.8 
Ⅳ 土 地 再 評 価 差 額 金  32,049 5.0 32,049 5.0 － 34,572 5.8 
Ⅴ その他有価証券評価差額金  5,692 0.9 6,346 1.0 △    653 7,631 1.3 
Ⅵ 為 替 換 算 調 整 勘 定            1,340 0.2 1,451 0.2 △    110 791 0.1 
Ⅶ 自 己 株 式  △   206 △ 0.0 △   196 △ 0.0 △      9 △   149 △ 0.0 

資  本  合  計 118,847 18.7 124,596 19.5 △  5,748 121,801 20.5 
負債、少数株主持分及び資本合計 635,763 100.0 638,459 100.0 △  2,696 595,110 100.0 
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四 半 期 連 結 損 益 計 算 書 

（単位 百万円） 
当第１四半期 

（平17.4.1～平17.6.30） 
前年同四半期 

（平16.4.1～平16.6.30） 
増   減 

（参考）前連結会計年度 
（平16.4.1～平17.3.31）         期   別 

科  目 
金  額 百 分 比 金  額 百 分 比 金  額 増 減 率 金  額 百 分 比 

  ％  ％  ％   ％ 

Ⅰ 売 上 高 101,708 100.0 111,290 100.0 △ 9,581 △   8.6 516,483 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価 95,814 94.2 101,688 91.4 △ 5,874  463,394 89.7 

 売 上 総 利 益 5,894 5.8 9,601 8.6 △ 3,707 △  38.6 53,089 10.3 
Ⅲ 販売費及び一般管理費 9,046 8.9 10,261 9.2 △ 1,215  37,137 7.2 

 営 業 利 益 △ 3,152 △   3.1 △   660 △   0.6 △ 2,491 377.3 15,951 3.1 
Ⅳ 営 業 外 収 益 1,465 1.4 1,318 1.2 146  6,523 1.3 

 受 取 利 息 479  360  118  1,830  
 受 取 配 当 金 493  328  165  515  
 有 価 証 券 売 却 益 73  131  △    57  2,807  
 持分法による投資利益 －  113  △   113  －  
 為 替 差 益  －  150  △   150  －  
 そ の 他 419  233  185  1,369  
Ⅴ 営 業 外 費 用 1,733 1.7 1,968 1.8 △   234  8,440 1.6 

 支 払 利 息 942  845  97  3,733  
 退 職 給 付 債 務 会 計 基 準 

変 更 時 差 異 償 却 額 
497  481  16  1,960  

 持分法による投資損失 57  －  57  7  
 そ の 他 235  642  △   406  2,738  

 経 常 利 益 △ 3,420 △   3.4 △ 1,310 △   1.2 △ 2,110 161.0 14,034 2.8 
Ⅵ 特 別 利 益 497 0.5 39 0.0 457  2,771 0.5 

 固 定 資 産 処 分 益 487  39  447  －  
 投資有価証券等売却益 9  0  9  －  
 退 職 給 付 信 託 設 定 益 －  －  －  2,556  
 持 分 変 動 利 益 －  －  －  215  
Ⅶ 特 別 損 失 1,527 1.5 33 0.0 1,493  5,058 1.0 

 投資有価証券等評価損 32  33  △     0  67  
 関 係 会 社 株 式 評 価 損 1,494  －  1,494  318  
 固 定 資 産 処 分 損 －  －  －  3,604  
 台 風 災 害 損 失 －  －  －  1,038  
 投資有価証券等売却損 －  －  －  28  

税金等調整前四半期(当期)純利益 △ 4,451 △   4.4 △ 1,304 △   1.2 △ 3,146 241.2 11,747 2.3 

法人税、住民税及び事業税 1,017 1.0 326 0.3 691  5,774 1.1 

法 人 税 等 調 整 額 △ 3,240 △   3.2 △ 1,472 △   1.3 △ 1,768  
△  1,23

6 
△ 0.2 

少 数 株 主 利 益 577 0.6 401 0.3 176  1,941 0.4 

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益 △ 2,806 △   2.8 △   560 △   0.5 △ 2,246 400.9 5,267 1.0 
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事業の種類別セグメント情報 
 
（売上高） 

当 第 １ 四 半 期 前 年 同 四 半 期 （参考）前連結会計年度 
自 平成 17 年４月 １日 
至 平成 17 年６月 30 日 

自 平成 16 年４月 １日 
至 平成 16 年６月 30 日 

自 平成 16 年４月 １日 
至 平成 17 年３月 31 日 

事 業 部 門 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

船 舶 36,129 35.5 54,980  49.4  166,400 32.2  

鉄 構 建 設 6,152 6.1 6,299 5.7  55,294 10.7  

機 械 45,565 44.8 38,370 34.5  198,363 38.4  

プ ラ ン ト 4,619 4.5 4,961 4.4  58,930 11.4  

そ の 他 9,241 9.1 6,678 6.0  37,495 7.3  

合 計 101,708 100.0 111,290 100.0  516,483 100.0  
 


